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「
国
保
料
が
高
す
ぎ
て
生
活

が
大
変
」
と
声
が
上
が
っ
て
い

ま
す
。 

４０
歳
代
夫
婦
と
小
学
生
２

人
の
４
人
世
帯
、
年
間
所
得

２００
万
円
（
給
与
収
入
で
３１１
万

円
）
で
国
保
料
は
、
３７
万
６

９
０
０
円
。
所
得
の
約
１９
％

が
保
険
料
で
す
。 

高
す
ぎ
る
保
険
料
の
た
め
、

平
成
２３
年
度
の
交
野
で
の
滞

納
世
帯
は
18.5
％
で
す
。 

国
保
料
は
、
所
得
に
応
じ
た

所
得
割
（
５２
％
）、
加
入
人
数

と
世
帯
に
か
か
る
均
等
割
・
平

等
割
（
４８
％
）
で
計
算
さ
れ

ま
す
。 

国
は
、
低
所
得
世
帯
に
対
し

均
等
割
・
平
等
割
を
自
動
的
に

減
額
し
て
い
ま
す
。 

し
か
し
、
市
の
独
自
減
免
制

度
は
、
本
人
の
申
請
が
必
要
で

す
。
市
の
主
な
減
免
制
度
は
次

の
通
り
で
す
。 

①
低
所
得
減
免
―
世
帯
の

収
入
が
、
生
活
保
護
基
準
額
の

１．５
倍
以
下
の
世
帯
に
対
し
、

所
得
割
を
減
免
。 

②
減
少
減
免
―
当
該
年
度

中
の
所
得
見
積
額
が
前
年
度

所
得
よ
り
２５
％
減
少
す
る
予

定
の
世
帯
に
対
し
、
所
得
割
を

減
免
。 

③
災
害
な
ど
に
よ
り
保
険

料
を
減
免
。 

 

高
す
ぎ
る
国
民
健
康
保
険
料
に
対
し
、
市
独
自
の
減
額
制

度
と
し
て
低
所
得
減
免
制
度
が
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
本
人

申
請
が
必
要
な
た
め
、
該
当
者
に
比
べ
て
、
申
請
が
非
常
に

少
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
日
本
共
産
党
は
、
市
に
対

し
市
民
へ
の
、
減
免
制
度
の
周
知
を
強
く
要
望
し
ま
し
た
。 

ま
た
、
日
本
共
産
党
は
、
高

す
ぎ
る
国
民
健
康
保
険
料
を

年
間
１
人
１
万
円
引
き
下
げ

る
た
め
に
、
一
般
会
計
よ
り
国

保
会
計
へ
の
繰
り
入
れ
の
増

額
を
求
め
ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
は
、
「
低
所
得

減
免
」「
減
少
減
免
」
な
ど
を
、

「
国
保
か
た
の
」
で
知
ら
せ
る

こ
と
、
窓
口
で
丁
寧
な
説
明
を

行
う
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。 

 

大
阪
府
の
資
料
に
よ
る

と
、
福
井
県
の
大
飯
原
発
で

福
島
原
発
と
同
程
度
の
大

事
故
が
発
生
し
た
場
合
、
甲

状
腺
被
ば
く
線
量
の
予
測

が
「
50
～
100
ミ
リ
シ
ー
ベ

ル
ト
」
と
な
る
地
域
に
、
交

野
市
も
含
ま
れ
ま
す
。
こ
の

数
値
は
、
屋
内
退
避
の
基
準

（
100
ミ
リ
シ
ー
ベ
ル
ト
以

上
）
は
下
回
る
も
の
の
、
国

【
質
問
】
原
発
の
再
稼
動

や
、
原
発
ゼ
ロ
を
め
ざ
す
取

り
組
み
に
つ
い
て
、
市
長
の

考
え
は
。 

【
市
長
】
原
発
に
依
存
し
て

い
る
現
在
の
電
力
供
給
シ

ス
テ
ム
は
、
代
替
と
な
る
電

力
確
保
策
な
ど
を
総
合
的
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【
質
問
】
原
発
に
代
わ
る
自

然
エ
ネ
ル
ギ
―
の
活
用
・
普

及
に
つ
い
て
、
交
野
市
の
取

り
組
み
を
た
ず
ね
る
。 

【
答
弁
】
交
野
に
適
し
て
い

る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
太

陽
光
発
電
と
考
え
る
。
現
在

の
太
陽
光
発
電
の
導
入
例

は
、
公
共
施
設
で
は
ゆ
う
ゆ

う
セ
ン
タ
ー
と
総
合
体
育

館
。
ま
た
地
域
の
自
治
会

館
。
住
宅
で
は
約
400
戸
に

設
置
さ
れ
て
い
る
。 

【
質
問
】
「
交
野
市
環
境
基

本
計
画
」
で
は
、
今
後
10
年

間
で
「
住
宅
３
千
戸
に
太
陽

光
発
電
設
置
」
と
書
か
れ
て

い
る
。
普
及
促
進
に
む
け
、

市
独
自
の
補
助
が
必
要
で

は
な
い
か
。
府
下
状
況
は
。 

【
答
弁
】
府
下
で
補
助
実
施

は
16
市
町
、
補
助
額
は
上

限
で
１
件
あ
た
り
10
万
か

ら
28
万
円
で
あ
る
。 

市
独
自
の
補
助
は
財
政

状
況
か
ら
厳
し
い
。 

【
意
見
】
国
は
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
事
業
に
対
し
補

助
を
行
な
っ
て
い
る
。 

交
野
で
の
地
産
・
地
消
エ

ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
・
利
活

用
が
、
原
発
ゼ
ロ
に
つ
な
が

る
と
考
え
る
。 

 

高
す
ぎ
る
国
保
料 

平
成
２３
年
度
で
「
低
所
得

減
免
」
に
該
当
す
る
世
帯
は
約

９００
世
帯
で
す
が
、
減
免
申
請

は
１３６
世
帯
し
か
あ
り
ま
せ
ん

で
し
た
。
「
減
少
減
免
」
の
申

請
は
６９
世
帯
で
し
た
。 

減
免
制
度
の
周
知
を 

  

に
議
論
の
う
え
、
考
え
て
い

く
必
要
が
あ
る
と
感
じ
て

い
る
。 

【
要
望
】
市
長
と
し
て
、
原

発
ゼ
ロ･

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

へ
の
転
換
を
積
極
的
に
め

ざ
し
て
ほ
し
い
。 

７月２日から業務が開始されています。 

同時に、「枚方交野交通安全協会」も移転しました。 

 

際
原
子
力
機
関
の
「
安
定
ヨ

ウ
素
剤
服
用
基
準
」
と
さ
れ

て
い
ま
す
。 

40 歳代夫婦と 
小学生子供 2人の 4人世帯 

約 461 万円以内 

69 歳と 67 歳の夫婦 約 312 万円以内 

62 歳 1 人世帯 約 216 万円以内 

 

低所得減免に該当する収入金額(モデルケース) 

借家家賃 1人世帯   42,000円/月で計算 
 〃   2人､4人世帯 55,000円/月で計算 

大
飯
原
発
で
大
事
故
が

あ
れ
ば
交
野
も
被
ば
く 

 

原
発
ゼ
ロ
を
め
ざ
し
て 

市
独
自
の
減
免
制
度
は

本
人
申
請 

 

自
然
エ
ネ
ル
ギ
―
の 

活
用
促
進
を 

 

 


